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労組周辺動向 No. 220 

Labour Update 

2025 - 06 - 20 

1. 法・政策 

 

(1) 低年金対策は5年後に判断 改正法成立、働き控え解消を促す 

 

年金制度改革法が6月13日に成立した。就職氷河期世代らの低年金対策として基礎年金の底上げを

実施するかを5年後に判断する規定を盛った。パート主婦や働く高齢者の増加を踏まえて厚生年金

の仕組みを見直し、働き控えの解消を図る。 

6月13日の参院本会議で採決し、自民・公明・立憲民主の3党の賛成多数で可決した。 

2029年に予定する公的年金の財政検証で基礎年金の給付水準の低下が見込まれれば、底上げを実

施するかを判断する規定を盛り込んだ。水準底上げの原資は、厚生年金の積立金を使うと想定す

る。 

底上げを巡る規定は二転三転した。政府はもともと低年金対策を盛り込むつもりだった。自民党内

で異論が相次ぎ、5月に閣議決定した法案から削除した。自民、公明、立憲民主の3党合意を基に衆

院で法案が修正され復活した。 

基礎年金は2分の1が国庫負担で、底上げ実施には追加財源が必要だ。厚生年金の積立金活用はSNS

などで「流用」との批判がある。財源の工面や積立金活用への理解促進など積み残した課題は多

い。 

厚生年金の加入については、年収106万円以上とする賃金要件を撤廃する。施行は公布から3年以

内の日を別途政令で決める。従業員51人以上とする企業の規模要件も2027年10月から8年かけて

段階的になくす。最終的に10人以下の企業まで加入対象にする。 

働く高齢者の年金を減らす在職老齢年金制度も見直す。26年度から給与と厚生年金の合計が月62
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万円以下であれば年金を満額もらえるようにする。24年度の月50万円以下から引き上げる。 

 

 

2. 法違反・闘い 

 

(1) 韓日の建設労組が共同声明 「政府の弾圧」に共闘宣言 

 

韓国の労働組合全国組織の全国民主労働組合総連盟（民主労総）の下部組織、全国建設労働組合

（建設労組）は6月９日、ソウルで記者会見を開き、同労組と日本の全日本建設運輸連帯労働組合

がそれぞれの国の政府から不当な弾圧を受けているとして、共闘していくとする共同声明を発表し

た。 

両労組は共同声明で「正当な労組活動を犯罪扱いする国家権力の暴挙を許さない」とし、国際労働

機関（ＩＬＯ）総会に合わせて国際社会に連帯を訴える活動を進行すると表明した。 

９月には韓国で共同シンポジウムを開くという。 

 

(2) 局員過労死、両親が日本郵便提訴 賠償を求め東京地裁立川支部に 

 

東京都武蔵野市の武蔵野郵便局に勤務していた飯島淳さん＝当時（48）＝が虚血性心疾患を発症し

て死亡したのは過重労働が原因だとして、両親が6月10日、日本郵便に8716万円の損害賠償を求め

て東京地裁立川支部に提訴した。 

訴状によると、飯島さんは1996年に日本郵便に入社。2023年10月から武蔵野郵便局で配達業務を

担当していた。24年5月ごろから両親に「心臓が苦しい」などと訴えていた。同7月20日ごろ、虚

血性心疾患で死亡した。 

 

(3) 「黙秘します」１４３回、それでも取り調べ 労組めぐる事件、国に賠償請求 

 

労働組合の活動をめぐる恐喝未遂事件で、検事の取り調べを受けた組合員が１４３回にわたって

「黙秘します」と繰り返していたことが、民事裁判の証拠から明らかになった。別の組合員も不当

な取り調べを受けたといい、組合は逮捕が相次いだことなども含め「恣意（しい）的な捜査だっ

た」と国などに賠償を求めている。 

全日本建設運輸連帯労働組合関西地区生コン支部の組合員らは、生コンクリートを扱う業者に推奨

品の納入を強いたとして２０１８年に滋賀県警に逮捕され、大津地検の取り調べを受けた。 

組合は２０２０年３月、国や滋賀県などに賠償を求めて東京地裁に提訴し、国側が開示した取り調

べ映像を証拠提出。そのやりとりを文字に起こした記録から、組合員の男性（５７）が女性検事

（４１）に対し、一問ずつ「黙秘します」と伝える様子が明らかになった。 

検事は途中で「しゃべっちゃうと、組織内で待遇悪くなるとかあるんですか」「今後のこと考えた

ら、しゃべっといてよかったって思うことがあるかもしれない」などとも発言。取り調べは３日間

で計３時間に及び、「黙秘します」は計１４３回に上った。 

一方、同じく黙秘する別の組合員の男性（６４）に対しては、男性副検事（５２）が「建設的なこ

とをしたらどうですか」「ジェスチャーゲームをやってたって始まらない」などと揶揄（やゆ）す

るような発言を繰り返していた。取り調べは１時間４０分続き、男性の家族や孫のことを持ち出し

て黙秘の姿勢を批判したり、組合を「削る」と発言したりもした。 

 

(4) 万博「日本館」一部スタッフ、「休憩短くトイレに行けない」改善要求きっかけに労働組合結

成 
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大阪・関西万博に政府が出展している「日本館」の一部スタッフが６月１８日、職場環境の改善を

求めて労働組合を結成した。休憩時間が短くトイレに行けないなどと雇用先に訴えたが、すぐには

聞き入れられなかったことがきっかけだという。 

日本館は、日本国際博覧会協会（万博協会）が運営。再委託を受けたイベント運営会社「アクティ

オ」（東京）が１０月までの会期中、案内役のスタッフ約３００人を雇用している。 

労組によると、スタッフ側は当初、外周にある専用トイレを使用していたが、３回の休憩時間中最

も短い１５分ではトイレに行けず、体調を崩す人もいた。開幕約２週間後の４月２６日、同社に改

善を求めたが、受け入れられなかった。 

 

 

3. 情勢・統計 

 

(1) 「児童労働」に従事する子ども 世界で約1億3800万人に 国連 

 

国連は、体や心に害を及ぼすおそれがある「児童労働」に従事する子どもが、去年、世界でおよそ

1億3800万人にのぼったとする報告書を発表した。児童労働は、国連が定めた持続可能な開発目標

SDGsで、ことしまでの撲滅が掲げられているが、達成は難しい見通し。 

ILO＝国際労働機関とユニセフ＝国連児童基金は、子どもの教育の機会を奪ったり体や心に害を及

ぼしたりするおそれがある「児童労働」について、6月11日、報告書を発表した。 

児童労働は、国連が定めた持続可能な開発目標SDGsで、ことしまでの撲滅が掲げられている。 

しかし、報告書によると、5歳から17歳までの子どものうち、去年、児童労働に従事した子ども

は、世界でおよそ1億3800万人にのぼり、目標の達成は難しい見通し。 

産業別でみると、全体の61％が農業に携わり、最も多かった。 

地域別では、サハラ以南のアフリカ地域で全体のおよそ3分の2にあたる8700万人近くが、アジア

太平洋地域でおよそ2800万人が、児童労働に従事した。 

近年、子どもたちを保護する動きなどにより、児童労働は減少傾向にあり、2000年と比べるとほ

ぼ半減しているが、依然多くの子どもたちが従事していて、ILOとユニセフは各国政府に対して引

き続き対策を呼びかけている。 

 

"The world pledged to end child labour by 2025: So why are 138 million kids still work-

ing?" 11 June 2025 The International Labour Organisation (ILO) and the United Nations 

Children's Fund (UNICEF) 

 

https://news.un.org/en/story/2025/06/1164211?

_gl=1*1wd9kqg*_ga*NjMzMDgyNDI2LjE3NDk2NzM3NDk.*_ga_TK9BQL5X7Z*czE3NDk2N

zM3NDkkbzEkZzAkdDE3NDk2NzM3NDkkajYwJGwwJGgw 

 

(2) ジェンダーギャップ指数、日本は118位 政治分野の順位下がる 

 

世界経済フォーラム（WEF）は6月12日、世界各国の男女格差の状況を示す2025年版「ジェン

ダーギャップ報告書」を公表した。評価対象は前年より2カ国多い148カ国で、日本は前年と同じ

118位にとどまった。女性閣僚の減少などで政治分野の順位が下がり、男女格差が大きい現状は変

わらなかった。 

報告書は、政治、経済、教育、健康の4分野14項目について、男女平等の度合いを指数化した。値

が1に近いほど格差が少ないことを示す。日本の総合指数は0・666で、前年とほぼ同水準だった。 

分野別では、政治分野が125位（前年113位）でスコアは0・085と、低迷が際立った。女性閣僚数

https://news.un.org/en/story/2025/06/1164211?_gl=1*1wd9kqg*_ga*NjMzMDgyNDI2LjE3NDk2NzM3NDk.*_ga_TK9BQL5X7Z*czE3NDk2NzM3NDkkbzEkZzAkdDE3NDk2NzM3NDkkajYwJGwwJGgw
https://news.un.org/en/story/2025/06/1164211?_gl=1*1wd9kqg*_ga*NjMzMDgyNDI2LjE3NDk2NzM3NDk.*_ga_TK9BQL5X7Z*czE3NDk2NzM3NDkkbzEkZzAkdDE3NDk2NzM3NDkkajYwJGwwJGgw
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の減少や、これまでに女性首相が誕生していないことが順位を押し下げた。 

経済分野は112位（同120位）、スコアは0・613。管理職に占める女性の割合が依然として低い。 

教育分野は66位（同72位）で0・994、健康分野は50位（同58位）で0・973だった。 

世界全体では、1位アイスランド、2位フィンランド、3位ノルウェーと、前年に続き北欧諸国が上

位を占めた。 

 

"Global Gender Gap Report 2025" 12 June 2025 World Economic Forum 

 

https://reports.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2025.pdf 

 

(3) 無期転換ルール「日本の研究力低下の要因」 国立大の半数が回答 

 

有期労働契約が10年を超えれば無期雇用に転換できる研究職の「無期転換ルール」について、毎日

新聞が全国の国立大にアンケートしたところ、日本の研究力低下の要因になっていると半数近くの

大学が答えた。2013年施行の改正労働契約法で雇用の安定を目的に導入されたルールだが、大学

は有期雇用を続ける体質を変えられず、結果的に雇い止めにつながっているためだ。 

毎日新聞は今年1～2月に、86の国立大学（東京科学大に統合した旧東京工業大と旧東京医科歯科

大を含む）を対象に、改正働契約法が与えた影響などについてアンケート調査を実施。86％に当た

る74大学から回答を得た。「改正働契約法が研究力低下の要因になっているか」と尋ねたところ、

5大学が「大いに影響した」と回答。「多少影響した」と答えた31大学と合わせ、おおよそ半数

（49％）に上った。 

文部科学省によると、大学や研究機関で無期転換の権利を得る10年直前に、2023年度調査では

1995人、2024年度調査では757人の研究者らが、定年以外の理由で契約を終了している。雇い止

めの背景にあるのが、大学の人件費の原資となる運営費交付金の減少だ。2004年の国立大学法人

化以降、段階的に計約1600億円が削減されたことで、期限付きの雇用が急増している。研究力の

指標とされる、引用の多い科学論文数では、日本はこの20年で4位から13位に後退している。 

 

「研究者・教員等の雇用状況等に関する調査（研究者・教員等に対する労働契約法の特例に関する

アンケート調査）調査結果」 2023年3月31日 文部科学省 

 

https://www.mext.go.jp/content/20230329-mxt_kiban03-000028912_1.pdf 

 

「『研究者・教員等の雇用状況に関する調査』（令和５年度）の調査結果」 2023年9月12日 文

部科学省 

 

https://www.mext.go.jp/content/20230911-mxt_kiban03-000031781.pdf 

 

https://reports.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2025.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20230329-mxt_kiban03-000028912_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20230911-mxt_kiban03-000031781.pdf

